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業 務 概 要
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支出負担行為担当官 中国地方整備局長　　　戸田　和彦
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香川県高松市サンポート３番３３号
支出負担行為担当官 九州地方整備局長　　　中嶋　章雅
福岡県福岡市博多区博多駅東２丁目１０番７号
支出負担行為担当官 沖縄総合事務局開発建設部長　中野　則夫
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契 約 年 月 日 平成２３年　９月２９日

契 約 業 者 名 （社）日本建設機械化協会

契 約 業 者 の 住 所 東京都港区芝公園３－５－８

契 約 金 額 ￥７，０３５，０００円（税込み）

予 定 価 格 ￥７，０６６，５００円（税込み）

随意契約によることとした
理 由

  本業務を遂行するには、専門的で高度な技術力や知識、経験を必要
とすることから、技術力、知識、経験、および業務への取り組み姿勢
に関する技術提案を求める簡易公募型プロポーザルに準じた方式によ
り業者の選定が行われた。
  （社）日本建設機械化協会は、技術提案書をふまえ当該業務を実施
するのにふさわしい業者であり、上記業者と契約を行うものである。

業 務 場 所 埼玉県さいたま市中央区新都心２－１

業 種 区 分 土木コンサルタント関係

履 行 期 間 （ 自 ） 平成２３年　９月３０日

履 行 期 間 （ 至 ） 平成２４年　２月２９日

備 考
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随意契約結果及び契約の内容

公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価を記載するとともに、備考欄に単価契約で
ある旨及び契約単価に予定調達数量を乗じた額を記載する。

  本業務は、舗装工事における施工管理の効率化に向け、平成２２年
度業務成果「施工管理データを搭載したトータルステーション（Ｔ
Ｓ）を用いた出来形管理要領（案）舗装工事編」（以下、「本要領」
という）のうち、測定に反射プリズムを用いないノンプリズム方式の
検証を目的として、本要領に沿った実態調査を実施し、妥当性・適用
性の確認を踏まえ、本要領のさらなる検証を行うものである。また、
実態調査で得られたデータ等を活用し、施工段階での効率化を検討す
るものである。
  さらに、情報化施工を実施して得られるデータについて、建設生産
プロセス（建設事業の調査、設計、施工、監督・検査、維持管理）で
の利活用検討を行うものである。


